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1．は じ め に

本稿では，刑事訴訟の過程，特に，警察当局や訴追当局が，自らの有す

る権限を濫用して捜査し，あるいは訴追を行った際に，裁判所は何らかの

措置を講じることが可能であるか否か，可能ならばいかなる措置を講じる

ことができるのかという問題について，イギリス法を素材として論じる。

1978（昭和53）年，わが国の最高裁判所第一小法廷2）は，「証拠物の押

収等の手続に，憲法35条及びこれを受けた刑訴法218条１項等の所期する
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令状主義の精神を没却するような重大な違法があり，これを証拠として許

容することが，将来における違法な捜査の抑制の見地からして相当でない

と認められる場合においては，その証拠能力は否定されるものと解すべき

である｣3）として，違法収集証拠排除法則を判例上確立した。しかし，同

法則は，「個人の基本的人権の保障を全う」（刑事訴訟法第１条）すること

が求められる刑事裁判において，人権保障を担保する機能として必要では

あるが，決して十分とはいえないと考えられる。何故なら，同法則は，当

局の証拠収集過程に焦点を当てたものであるが，当局の行動は当然，証拠

収集に限られるわけではなく，証拠収集過程以外の当局の行動には同法則

は直接の影響を与えることはできないからである。加えて，証拠収集に

限っても，同法則は「違法」に収集されたが故に証拠能力を否定するとい

うものであり，仮に当局の行動が，違法ではないが，被告人の権利を侵害

するようなものである場合にも使うことができないのである。

その上で，本稿では，わが国における違法収集証拠排除法則の，被告人

の権利保障を担保する機能としての不十分性を認識しながら，イギリス法

を素材とし，同国における，裁判所の，警察・訴追当局による権限の濫用

に対する措置の現状について確認し，検討，分析することとした。同国を

検討の対象としたのは，違法収集証拠排除法則を制定法化しており，なお

かつ，近年，警察・訴追当局による権限の濫用に対して，裁判所が自らの

判断で，被告人を訴訟から解放するという新たな措置が判例に登場してい

るからである。加えて同国は，わが国の刑事裁判の大原則ともいうべき当

事者主義の発祥の地だからでもある。本稿で紹介されるイギリスの判例や

裁判所の態度は，わが国の，被告人の権利の保障が十分とはいえない現状

に何らかの示唆を与えるのではないかと思われる。

なお，以下，本稿中の判決文の引用部分において，〔 〕内は翻訳者に

よる挿入，（ ）内は原文中のフレーズ，あるいはそのフレーズの翻訳で

ある。……は中略を表す。
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2．Bennett 貴族院判決

１ Bennett 事件の概要と訴訟経過の紹介

Bennett 事件貴族院判決4)（R v Horseferry Road Magistrates Court, ex

parte Bennett 以下，Bennett 判決）は，1993年６月24日，わが国の最高

裁判所に当たる貴族院（House of Lords）によって出された判決である。

本判決では，貴族院は，従前の態度を覆し，訴訟中止理論を初めて採用し

た。「訴訟中止」とは，実定法上の根拠がなくても，裁判所が自らの判断

によって訴訟を中止し，被告人を訴訟から解放することを指す。本稿で取

り上げるのは，警察・訴追当局による刑事手続の濫用が存在する場合にお

ける訴訟中止である5)。本判決は，先述のとおり，従前の裁判所がとって

きた態度からの転換を示す，極めて重要な判決である。まず事案の概要と

訴訟経過を紹介する。

本事案はニュージーランド国籍を有する Paul James Bennett による，

ヘリコプター購入に絡む詐欺容疑が発端である。裁判所認定事実によれば，

Bennett はその容疑によって指名手配中であったが，彼は当時，南アフリ

カにいた。そのため，警察当局は公訴局（Crown Prosecution Service＝

CPS）と Bennett の身柄について南アフリカ政府に犯罪者引渡し手続に

沿った移送を求めるかどうかを検討した。両国間には犯罪者引渡し協定の

締結はなかったが，1989年移送法（the Extradition Act 1989）第15条によ

れば，特別の移送手続を取ることも可能であった。しかし，結局取らない

ことにした。警察当局は別の手段として，南アフリカの警察当局と共謀し

て，南アフリカの警察当局に Bennett を逮捕させ，国外追放処分にする

ことを狙った。つまり，逮捕後，南アフリカからニュージーランドへと国

外追放する際にロンドンのヒースロー国際空港を経由させることで，当地

において Bennett を逮捕しようと考えたのである（但し，イギリス警察

当局は，公判における証人尋問で，南アフリカの警察当局とのいかなる方
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法での共謀の存在も否定した）。結果として Bennett は，当局の目論見ど

おり，ヒースロー国際空港で身柄を拘束され，ニュージーランドへ入国す

ることはできなかった。

Bennett は，治安裁判所に対して，以上の経過をたどった移送手続につ

いて治安裁判所に異議を申し立てる必要があると主張し，審理の延期を求

めたが，治安裁判所がそれを棄却したため，高等法院女王座部6）に対して

司法審査を要求した。女王座部は，南アフリカとイギリスの両当局の間に

Bennett の移送に関して共謀があったとしても，刑事裁判所は，彼が裁判

権に服するようになった過程について調査する権限がないと考えた。裁判

所の役割は，被告人に対して公正な裁判を保障し，裁判そのものが不公平

になることによって被告人に不利益を与えることがないように扱うことに

限定されると考えたのである。Woolf 判事は「手続が開始されることにつ

いて問われている問題が，その手続とは関係なく，人がどのようにして法

廷に連れてこられたのかということについて説明するだけのものならば，

人が不適切にこの国に連れてこられたかどうかが，法廷の手続の濫用の問

題となるということを認知するのは困難である｣7）と指摘している。

Bennett はこれも不服として，このような移送手続は，手続の濫用であ

るとして貴族院へと上訴した。担当判事は Grif ths, Bridge, Oliver, Lowry,

Slynn（判決文における登場順）の５人である。結論として，Oliver 判事

以外の４判事が訴訟中止を承認した。（なお，Slynn 判事は自らの見解を

ほとんど明らかにせず，Griffiths 判事の見解に同意しているだけなので，

検討対象から除外した）。

以下では，本判決について，裁判所は移送手続の際の事情について調査

する権限を有するか否かという点に関する言及と，調査の権限があるとす

れば，裁判所は移送手続が手続の濫用を構成する場合に自らの裁量で訴訟

を中止できるか否かという点に関する言及との２つの論点に分けて各判事

の見解を紹介した後，「小括」において，過去の判例の紹介も踏まえなが

ら，検討を加える。
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２ Bennett 判決以前の貴族院判決――Connelly 判決――

Bennett 判決の検討に移る前に，同判決の先例である1964年の Connelly

v DPP 貴族院判決8)（以下，Connelly 判決）について簡単に紹介する。本

件は，一事不再理効の及ぶ範囲が問題となった事件である。被告人は武装

強盗に参加して一人の男性を殺害したとして逮捕され，殺人罪によって裁

判にかけられ，一旦有罪判決を受けたが，判事の不当説示が原因となり控

訴院で破棄された。これに対して，訴追側は，無罪となった殺人と密接な

関係にある強盗について改めて訴追したが，これが殺人罪で確定判決を経

ることで生じる一事不再理の原則に抵触するのではないかとして争われた。

貴族院において被告人は，一事不再理効に反するような訴追は手続の濫

用であり，法廷には手続の濫用に対して被告人を保護する固有の権限があ

ると主張したが，貴族院の５人の判事は，３対２で法廷には訴訟の進行を

阻害する権限がないと判断して被告人の訴えを退けた。多数派を形成する

判事のうちMorris 判事は，「私が考えるに，仮に判事が，訴訟が行われる

ことについて快く思っておらず，手続の濫用を防止するため，あるいは適

正な手続の遵守を確実なものとするために，訴訟の追行を抑えることがで

きるとするならば，それは不幸な新制度（unfortunate innovation）であろ

う｣9）と断じた。Hodson 判事も，「私は，訴訟がいったん合法的に開始さ

れたならば，手続の濫用を防止するための権限を行使することができると

いう考えに異議を呈する｣10)と述べた。一方，少数派となった Devlin 判事

は「裁判所には，手続の濫用が存在しないと判断することについての責任

を行政に転嫁できると考えることはできない｣11）とし，多数派とは異なる

視点を提示した。以降，Bennett 判決がなされるまで Connelly 判決は，

貴族院が訴訟中止理論を否定したものとして後の裁判に強い影響を及ぼし

続けることになる。

３ 裁判所は移送手続の際の事情について調査する権限を有するか

Bennett 判決において，唯一訴訟中止に反対の立場を示した Oliver 判
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事は，「私は，確立された法律上のあるいは原理上の問題として裁判手続

の公正や正当性に影響を与えないものや，被告人の防御に関係のない，裁

判以前の法執行機関の行動に対して被告人が疑念を抱くであろうと，裁判

所が心配するべきではないと考える｣12）とした上で，「裁判所は，公正な

裁判や誠実（bona fides）な訴追に影響がないように法執行機関の〔権限

の〕濫用を監視し，またそのような濫用が発生したことを確信した場合に，

手続を中止し，被告人を解放することについて，一般的義務と調査権限を

有しているのだろうか……私には，そのような権限があるとは認められな

い｣13）と，調査権限とともに，訴訟中止理論も否定する見解を出している。

一方，他の４判事はどうか。実は，４判事はこの論点についてほとんど

言及をしていない。わずかな言及部分を探しても，例えば Bridge 判事の

「訴追に関して責任を持つ法執行機関が国際法に背き，あるいは被告人の

出頭を確保するために他国の司法権の及ぶ範囲内に進入することによって

のみ起訴することが可能であるならば，私は，法の支配が要求する，その

ような状況において裁判所が事件を受理して審査することについて考えざ

るを得ない。司法の許容する限界を越える違法捜査について裁判所が見て

見ぬふりをすることは，私にとって狭量で受け入れがたいことである｣14）

というものが見られる程度である。但し，次に紹介する訴訟中止に対する

４判事の考え方からすれば，判事たちは，少なくとも移送事案に関する限

り，裁判所は公判に先行する行為（＝先行行為）について調査権限を有し

ていると考えていると捉えるのが自然であろう。あるいは，４判事は，裁

判所が調査権限を有しているのは当然のことと認識していたので，あえて

判決の中で言及する必要はないと判断したとも考えられる。

４ 裁判所は移送手続が手続の濫用を構成する場合に自らの裁量で訴訟を

中止できるか

Oliver 判事は，「行政官の不法あるいは熱心すぎる行為によって権利を

侵害された市民は民事訴訟によってその代償を求めることができる。それ

立命館法政論集 第４号（2006年)

182



は理想的な解決手段でないかもしれないし，必ずしも被害を受けた者が簡

単に利用できるものではないかもしれない。彼〔＝権利を侵害された者〕

の考えでは，十分とはいえないかもしれないであろう。しかしながら，そ

れが法による救済を求める市民に対し，法が与える救済手段なのであ

る｣15）と，現行の法制度が，権利を侵害された者に対する救済策として十

分ではないことを認めながら，なお従来の方法による解決に拘泥する。そ

の上で同判事は，「この訴えによって提示された問題点は，民事訴訟にお

いて救済可能であるような方法に加えて，法廷は，当局の許されない行動

によって不利益を蒙ったと主張する人の要求に応じて，従来の救済策によ

るのではなくそれらの訴訟手続を抑制し，適切な刑事訴訟につながるよう

に権限の濫用を監視し，抑制し，処罰する義務を引き受けるべきであるか

どうかということである。そのような〔訴訟を中止するという〕仮定は驚

くべき３つの効果を生むこととなる。第１に，正当になされた訴追によっ

て始まるべき裁判は行われず，そして，有罪であるならば〔当該人物が〕

受けるべき正当な刑罰を免れる。第２に，当該人物が利用しうる民事的な

救済方法は依然として残されたままである。そして第３は，犯罪に対する，

訴追と処罰という２つの公益は，実際に権限の濫用に対して責任を負うべ

き人々に刑罰を科する過程によってではなく，単に司法が〔当局による権

限の濫用に対して〕不賛成を表明する目的によって阻止されることであ

る｣16）と主張することで訴訟中止理論の欠点を指摘し，それを驚くべきも

のであると形容する。そして，「裁判所は，公正な裁判や誠実な訴追に影

響がないように法執行機関の〔権限の〕濫用を監視し，またそのような濫

用が発生したことを確信した場合に，手続を停止し，被告人を解放すること

について，一般的義務と調査権限を有しているのだろうか。そして，もし

そのような一般的な司法権限がなく，外国からの移送に関して違法な行為

によりそれがなされたのなら，これがある種の権限の濫用となり，特定の

司法権限の創出を要求するのだろうか。私には，そのような権限があると

は認められない｣17）とする。その上で，「私は，裁判に先行する行動が，
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それが引き起こすであろう憤慨や侮辱の程度がどのようなものであれ，裁

判所がその職務として適切になされた刑事訴追を終了させるべきであると

いう仮定を正当化させるだけの理由を見出すことができない｣18）と述べ，

先行行為に対する調査権限も，訴訟中止の裁量権も認められるべきではな

く，先行行為がどのような憤慨や侮辱をもたらすものであろうとも刑事訴

追は続行されるべきであると主張する。

一方，同理論を承認した各判事の見解はどうであろうか。

Grif ths 判事は，「仮に裁判所が現状において訴追を妨げる権限を持っ

ているならば，それは法の支配を維持する責任を負っているからに他なら

ず，その中には行政の活動を監督し，基本的人権や法の支配を脅かす行動

を黙認することを拒否することも含まれるのである｣19）と，まず法の支配

の維持を理由として訴訟を中止することができるとの見解を明らかにする。

また，「深刻な権力の濫用について，裁判所が知ることになったのなら，

私見では，その行動を拒否することによって，直ちに不承認とするべきで

ある｣20）とすることで，先行行為に対する調査権限を有していることを前

提とした上で先行行為に対する不承認を表明するべきであると述べる。そ

して，「裁判所は警察・訴追当局に対しての直接の規律権限は有していな

いが，彼らの行動が手続の濫用を構成するとして訴訟を中止することで，

権力の濫用が容認される事態を拒絶することができる｣21）と言及すること

で，権限の濫用を防止するための間接強制権を裁判所は有しており，結論

として「裁判所は，……警察や訴追当局，あるいは他の行政当局が手続を

無視して強制的に訴追したとすれば，裁判を拒絶するであろうと今，宣言

するべきである｣22）と訴訟中止理論を承認する。

Bridge 判事は，「違法な行動について裁判所が容認することは，被告人

の救済の手段は，民事訴訟によるという考えや，違法な行動にかかわった

法執行機関の個人に対する責任追及であるといった考えが明らかに不十分

なものであることを私に再び認識させるのである。被告人が違法に連れて

こられなければ，訴追は決してなされなかったのであるから，この訴訟は
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それ以降すべてが汚点なのであると考える｣23）と，先行行為がそれ以降の

訴訟にも影響を及ぼすとし，「私見によれば，このような場合に訴訟の進

行を拒絶するというのは，あるいは〔従来の立場からすれば〕手続の濫用

〔があった場合の解決方法としての〕原理としては拡張するものかもしれ

ないが，完全に適法なものであると考える｣24）と，本件における解決方法

が従来の立場を超えるものであることを認識し，あえてそれを指摘するこ

とで，従来の解決方法の不十分さを浮き彫りにする。

Lowry 判事は，「私見では，裁判所には，それらの手続を進めること自

体が結局手続の濫用になるという理由で，あらゆる犯罪の訴訟手続を停止

させる裁量権がある。以下のどちらかの場合，つまり， 被告人に対し

て公正な裁判を提供することが（訴訟の遅延などによって）不可能である

か， 特定の事情が存在する場合において，被告人を裁判にかけること

が裁判所の正義感や礼節に反する場合｣25）には，「裁判所の手続は，法の

支配に反するとして，裁判所の良心を立腹させる行為によって進行可能

だった手続を止める力を持っているように処理しなければならない。被告

人に対する道徳的に許容できない訴追に基づく司法権の行使は，提起され

た裁判を汚し，仮にそれを許容するならば，それは裁判の手続が濫用され

たことを意味するであろう｣26）と，後にさまざまな場所で引用されること

となる訴訟を中止する場合の裁量権行使に対する２要件を打ち出し，さら

に「仮に好ましくない行いが明らかになり，手続が停止されたとしても，

その結果は，ただ単に裁判の不承認を意味するだけではないであろうし，

将来において同様の行動の抑止をもたらすものであろう。そして，それに

従って司法の廉潔を維持する傾向が生まれるであろう。〔訴訟を中止する

ということに対する Oliver 判事の〕怒りのはけ口のような主張は当ては

まらない。なぜなら，執行機関は，不適当な行いをその源でやめるからで

ある｣27）と判示することで，Griffiths 判事の「驚くべき３つの効果」の第

３の効果に対する反論を行っている。

以上，３判事の見解から見てとれるのは，３判事は，「訴訟中止の承認」
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という結論においては同一であっても，それぞれ別個のアプローチを採用

しているのではないかということである。この点につき，次の「小括」に

おいて考察する。

５ 小 括

2.- の論点について

「裁判所は移送手続の際の事情について調査する権限を有するか」とい

う論点についての検討であるが，まず先行行為一般への調査権限に対する

従前の貴族院の態度を明らかにする。前掲の Connelly 判決では，Hodson

判事が「手続の濫用を防止するための権限を行使することができるという

考えに異議を呈する」として，訴訟中止権限とともに調査権限を否定して

いるのに対して，少数派となった Devlin 判事は「手続の濫用が存在しな

いと判断することについての責任を行政に転嫁できると考えることはでき

ない」として裁判所が積極的に調査権限を行使するべきであるとしていた。

次に，移送事件に関する過去の判例を見てると，Ex parte Susannah

Scott
28)（1829年）において Tenterden 判事は「問題なのは，ある犯罪者

がこの国で発見された場合に，その当事者は裁判に服さなければならない

のかどうか，あるいは，その者が連れてこられた状況を考慮するべきかど

うかなのであり，我々は，その状況について考慮することはできないと考

える｣29）と述べている。Sinclair v H. M. Advocate
30)（1890年）では「海外

で行われた訴訟手続や逮捕が，通常定められている方式であるかもしれな

いし，ないかもしれないが……我々はポルトガルやスペインの法制度につ

いて知識がない。もし，それらの国が不適切な行動を取ったのなら，それ

を治癒する方法は両政府を訴えることである。我々はそのような問題につ

いて検討しないし，手続の適正性について判断するつもりもない｣31)

「我々が認識するのは，ある人物が正当な権限を有する当局者によって連

れてこられ，この地で横領容疑の審理を受けているということだけである。

……私はこれ以上，この事件の背景事情を探ることができるとは考えな
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い｣32）との判断がなされ，加えて M'Laren 判事は「私は，逃亡者が適切

な令状によってスコットランドの治安裁判所に連れてこられた場合，裁判

所はその事件についての管轄権を有しているのなら，そこに至るまでの経

緯について考察することなしに審理せざるを得ないと考える。……犯罪処

罰における公益とは，一部の下級役人の不手際によって犯罪者が抱く危惧

と，勾留との関係について偏見を持たないことである｣33）と述べた。さら

に，R v Officer Commanding Depot Battalion, R. A. S. C., Colchester, ex

parte Elliott
34)（1949年）では Goddard 判事は「一旦被告人がこの地に連

れてこられ，合法的に勾留されているならば，我々判事にはこの〔移送手

続に瑕疵があったかどうかの〕問題について関わる力はない｣35）として調

査権限を否定する。また R v Bow Street Magistrates, ex parte Mackeson
36)

（1981年）では，Lane 判事はより直接的に「どのように法廷に連れてこら

れたのかという事情は裁判権に影響しない｣37）と断言している。このよう

に，従来イギリスにおいては裁判所に至るまでの手続について，裁判所は

調査権限を有しないし判断もしないという姿勢をとっていた。

一方，コモンウェルスを構成するニュージーランドにおいては，R v

Hartley
38)（1977年）は「我々の見解によれば，故意に法を犯したニュー

ジーランド警察の行動を看過することはできない。……これは自由主義社

会全体を概念するものの基礎となるものである｣39)とし，調査権限を有し

ていることを明らかにした。このようにニュージーランドでは調査権限が

認められていたのに，母法たるイギリス法においてはいまだ認められてい

なかった。

以上のようにコモンウェルスとイギリス法との間に間隙が存在していた

部分に，Bennett 判決は判断を示したのである。先に見たように，Oliver

判事はここに挙げた従来のイギリスの判例と非常に近い判断をしている。

これらの判断の根底にあるのは，必罰主義的傾向を有する積極的実体的真

実主義の思想である。この思想を徹底する立場からすれば，先行行為とい

う被告人の罪責と直接の関係を有しない部分のために審理を断念せざるを
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得ない状況になることは耐えられないことであった。それはまた，「実体

裁判追行主義」ともいえるものである。ニュージーランドではすでに必罰

主義の徹底以上に被告人の権利擁護の方が高次の価値を有することが明ら

かになっており，その思想が母法たるイギリス法に“逆輸入”されるまで，

四半世紀の年月を要したのである。

また， で紹介した Griffiths 判事の「行政の活動を監督し，基本的人

権や法の支配を脅かす行動を黙認することを拒否する」との判断は，訴訟

中止理論を否定した Connelly 判決において少数派となった Devlin 判事の，

「裁判所には，手続の濫用が存在しないと判断することについての責任を

行政に転嫁できると考えることはできない」という見解と同じ立場に立つ

ものであろう。およそ30年前の貴族院での少数意見がようやく多数を占め

るようになったのである。

こうして，裁判所が移送手続の際の事情に対する調査権限を有している

ことは明らかとなったが，これは当該移送手続における事情が手続の濫用

を構成するかどうか調査する権限を裁判所が有していることが明らかに

なったに過ぎず，その調査の結果，移送手続が手続の濫用となる場合に裁

判所が訴訟を中止するという結論を下しうるか否かについては別の問題で

ある。そこで，次に，「裁判所は移送手続が手続の濫用を構成する場合に

自らの裁量で訴訟を中止しうるか」という論点の検討に移る。

2.- の論点について

まず，Bennett 判決がなされるまでの先行行為全般の問題について，

Connelly 判決が裁判所の訴訟中止権限を否定する根拠として作用してい

たことは先述した。

また，Bennett 判決以前の移送事件に注目してみても，先に挙げた各判

決から明らかなように，裁判所はそもそも調査権限すら有しないのである

から，移送手続においてどのような問題があったとしても，それは裁判所

の認知すべき事情ではないのであり，それが手続の濫用になるかどうかと

いった判断に行き着くまでもなく，訴訟の中止という結論にも至らない。
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それは，訴訟中止という問題についての言及ではなくとも，逆に訴訟を進

行しなければならないという裁判所の言及から読み取ることが可能である。

例えば，Ex parte Susannah Scott における「その当事者は裁判に服さなけ

ればならないのかどうか，……その状況について考慮することはできない

と考える」という言及であり，Sinclair v H. M. Advocate における「しか

し，仮に裁判以前に行われた手続が違法であったり，外国政府によって十

分な保護が受けられず，あるいは下級役人による不適切な取り扱いがあっ

たとしても，合法的な管轄権を有する裁判所においては彼を裁かなければ

ならないと考える｣40）という言及に代表されよう。

このように訴訟中止理論は Bennett 判決以前の裁判実務において，実

際に機能しうる理論ではなかった。このような状況の中で，貴族院が４対

１で移送手続が手続の濫用を構成する場合に訴訟の中止ができると判断し

たことは，非常にインパクトの大きいものであった。これに対しても，

Oliver 判事は，調査権限の判断の際と同じように，従前の判例と同様の

判断，つまり，訴訟中止に対する否定的見解を述べている。これも，審理

追行を妨げる存在を認めたくないという，積極的実体的真実主義の思想を

反映したものであり，それは同判事の「有罪であるならば〔当該人物が〕

受けるべき正当な刑罰を免れる」という言及に端的に見て取ることができ

る。

では，訴訟中止を認めた判事たちは，みな同じ思想の下に判断をしたの

かといえば決してそうではない。むしろ，同床異夢であったとの表現の方

が適切であろう。以下，対立すると思われる判事同士の見解と，その思想

の違いを明らかにしたい。

まず，何を重視して訴訟中止理論を承認したかについてその思想が異な

ると思われる２人の判事について検討する（表１）。

Griffiths 判事は，はっきりと「〔裁判所が〕法の支配を維持する責任を

負っているから」だとする。これは，同判事が，法の支配の擁護という，

（実質的に被告人の救済になるとしても）被告人に対する現実の救済とい
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う視点とは一線を画する立場から訴訟中止理論を承認していることを示す

ものである。

一方，Bridge 判事は「被告人が違法に連れてこられた」ことを理由と

しているが，それが被告人の現実の救済という視点によるのか，あるいは

別の視点によるのかは判然としない。Grif ths 判事が法の支配を擁護する

という視点に立っているのに対して，Bridge 判事は現実の救済という部

分に注目していると考えることもできる。そうであるとすれば，両者は明

らかに別の次元から訴訟中止理論を検討しているのだが，問題は Bridge

判事の「この訴訟はそれ以降すべてが汚点なのである」と考えた理由であ

る。「汚点」故にそれ以降の訴訟を進めてはならない，つまり，訴訟の廉

潔性確保という視点に重点を置くのであれば，Grif ths 判事の見解に近い

と評することができる。しかし一方で，「違法に連れてこられた」という

点を重視するのならば，本来なら連れてこられることのなかった場所に連

れてこられた被告人を訴訟から解放するという，被告人に対する権利救済

のアプローチであるとも考えられる。Bridge 判事がどちらの視点に立っ

たのかは判決文からだけでは不明であるが，仮に両判事の立場が異なった

としても，どちらが望ましいかという二者択一の問題でないこともまた明

らかである。例えば，現実にある人間が裁判所に救済を求めている場合，

裁判所は法の支配の擁護といったものよりも実情に即した迅速な，具体的

な権利救済のための行動が求められるであろう。あるいは，被告人の要保

護性は低いが，法の支配から著しく逸脱した行動に対し，その行動を否認

するために訴訟を中止しなければならない場合もあるかもしれない。つま
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表 1 Griffiths・Bridge 両判事の，訴訟中止の根拠と，その思想についての比較

訴訟中止の根拠 そ の 思 想

Grif ths 判事 法の支配を維持する責任を負っているから 法の支配の維持

Bridge 判事
被告人が違法に連れてこられたから 奪われた権利の救済

Bridge 判事
訴訟が以降すべて汚点となるから 法の支配の維持



り，どちらか一方に立つのではなく，当該訴訟の状況と被告人の置かれて

いる状況の双方を勘案して，訴訟中止理論を形成する必要があると考える。

また，違法な移送手続が以降の訴訟の汚点を招来するとしても，それを違

法な先行行為一般に敷衍できるかについても Bridge 判事は直接的には述

べていないので不明である。これについては後の判例の蓄積を待つより他

ない。しかしながら，同判事が「違法に連れてこられなければ，訴追は決

してなされなかった」と述べている点から，先行行為によって蒙った被告

人の権利侵害に対する，他の救済方法での治癒不可能性が，訴訟を中止す

るか否かの判断基準の１つとなることを示唆しているのではないかと思わ

れる。事実，後に紹介する判決の中にも，治癒不可能性を重視したのでは

ないかと思わせるものが見られるのである。

また，手続の濫用を構成するのは何かという点についても違いが見られ

る。この点では Griffiths 判事と Lowry 判事の見解が対照的である（表

２）。

Griffiths 判事は，警察・訴追当局による「権力の濫用」こそが「手続の

濫用」を構成するのであり，それを裁判所が訴訟を中止することで拒否し，

法の支配を維持するのだとする。

一方，Lowry 判事は，先行行為の形態如何よりも，訴訟を進行するこ

とが法の支配に反し「手続の濫用」となる場合があると述べる。Lowry

判事がそういった態度をとるのはある意味で当然のことである。なぜなら，

先に確認した Lowry 判事の掲げる訴訟中止のための２要件の は，先行

行為とはなんら関係のない行為を含む場合があるからである。その際たる

ものが，判事自身が例示する訴訟の遅延であろう。この類型については，

裁判の進行自体が手続の濫用を構成するとした方が，より救済方法として

拡がりを見せるだろうと考えられる。

しかし，あらゆる場合に Lowry 判事の見解が望ましいかといえば，そ

うとはいえないであろう。何故なら，それは，訴訟の進行，あるいは中止

の判断の第一の基準を，「裁判所にとって」不都合かどうか，「裁判所」自
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身が判断することで形成するのではないかと思われるからである。実際に

Lowry 判事は「訴訟の中止は単に“他人を励ますため”（pour encourager

les autres.）のものではない｣41）と述べている。確かに，Lowry 判事の意

図が，訴訟の中止がもたらす重大な効果を，単に被告人ひとりのためと考

えるのではなく，法の支配の維持やより普遍的な刑事被告人全般の権利の

擁護のためと考えるべきであるというものあるならば，換言すれば裁判所

が権利擁護機関として十分に機能するのならば，この心配は杞憂である。

しかし，イギリスの裁判所が Bennett 判決に至るまで「訴訟追行」や

「実体判決形成」に非常に重い意味を見出してきたという事実に照らして，

その思想が完全に転換されたかのごとく論じることは果たして妥当であろ

うか。「裁判所にとって」不都合な場合に訴訟を中止するのは望ましいこ

とである。問題なのは，それを判断するのが裁判所だけであるという点で

ある。そこには裁判所とは別の視点が必要なのではないかと思われる。そ

してこの問題に対する１つの答えは，後掲の Bennett 判決以降の判決の

中で，提示される。

Lowry 判事は，訴訟中止がもたらす効果には裁判所による先行行為の

不承認という機能も含まれるが，それに限定されるのではなく，後の捜査

に対する抑止効果もあると指摘する。Grif ths 判事も同様の見解を示して

いる。しかし一方で両判事は，訴訟中止の主要な目的が，法執行機関の行

動に対する不賛成の表明となってはならないとも指摘する。この点，

Choo は，訴訟中止は確かに抑止効果を有しているかもしれないが，それ

は訴訟進行の道徳的完全性を保護するために行われる行動に付随する，副

次的効果であると捉えるべきであると指摘する42)。この指摘は重要である。
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表 2 Griffiths・Lowry 両判事の，手続の濫用を構成するものと，その思想
についての比較

手続の濫用を構成するもの そ の 思 想

Grif ths 判事 警察・訴追当局による権力の濫用 法の支配の維持

Lowry 判事 訴訟を継続すること 法の支配の維持



なぜなら，先行行為に対する不賛成の表明といった機能が強調されるなら

ば，それは警察・訴追当局への非難とならざるを得ないからである。これ

は先行行為の瑕疵が当局の故意による場合ならば，妥当する場合もあろう

が，例えば当局の過失によって被告人に重大な権利の侵害が生じたような

場合に訴訟中止理論は使いにくくなることも考えられる。当局の行動が故

意によるものか，あるいは過失によるものかは被告人には関係のないこと

であって，当局の内心如何によって裁判所の判断が左右されるのは望まし

くない。

このように，Bennett 判決は，先行行為のひとつである身柄移送の手続

において，それが手続の濫用を構成するような場合，裁判所が自らの裁量

において訴訟を中止することができることを明らかにした。しかし問題な

のは，Bennett 判決の効果を他の先行行為に対する裁判所の態度として適

用できるかどうかである。一見，Grif ths, Bridge, Lowry の３判事の見解

は，先行行為一般についても妥当するように見える。しかし，移送手続が

数ある先行行為のなかでも特殊な手続――その行為に他国の関与があると

いう点――であるという点も考慮された事例とも考えられよう。どちらな

のかは，Bennett 判決で示された訴訟中止理論がその後の判決にどのよう

な影響を与えているのか検討してみなければ分からない。以下では，同判

決がその後，どのように解釈されてきたのかを確認する。

3．Bennett 判決以降の貴族院判決の動向
――「公正」概念の変容に焦点を当てて――

１ Bennett 判決以降の貴族院判決の確認

ここまで，Bennett 判決以前から Bennett 判決へと至る裁判所の判断の

推移を見てきた。ここでは，Bennett 判決が単なるひとつの裁判例にとど

まるものなのか，あるいは訴訟中止という法理論を確立したものなのかを，

その後の貴族院判決の動向から探っていきたいと思う。
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2005年11月30日現在，lexis. com に収録されている判例から，刑事訴訟

手続を中止するか否かの判断に際して Bennett 判決を引用している貴族

院判決を検索すると，３件43)（表３）の判例が見つかる。それは以下のと

おりである。

R v Latif ; R v Shahzad
44)（1996年）

R v Looseley ; Attorney General's Reference (No 3 of 2000)45)（2001

年）

Attorney General's Reference (No 2 of 2001)46)（2003年）

これらはいずれも，移送手続とは別の先行行為に関係するものである。

Ａ，Ｂ事件はおとり捜査についての判断であり，Ｃ事件は裁判開始までの

長時間の経過が問題となったものである。以下，事案の紹介と裁判所の見

解を紹介する。その考察は「小括」において行う。

R v Latif ; R v Shahzad

この事案は Latif 及び Shahzad 両被告人の薬物密輸の共犯事件の共同審

理事案である。ここでは Latif の事案を中心に見ることにする。

税関は，パキスタンからイギリスへの大掛かりな薬物密輸が疑われてい

る組織の構成員である Latif を逮捕しようと考えた。しかし，イギリスは

パキスタンとは犯罪者引渡し協定を締結していないので，パキスタンにい

る限り Latif を逮捕できない。そこで当局は，イギリスにあるヘロインの

分配ネットワークにおいて Latif と接触しようと考え，そのためにエー

ジェントＨを採用した。Ｈは Latif を誘い出す目的で，パキスタンからロ

ンドンへヘロインを輸入するように手配し，Latif は，その輸入された薬

物の分配にかかわるためにロンドンに現れたところを逮捕され，薬物密輸

の罪で訴追された。これに対し Latif は，このような捜査は手続の濫用に

当たるとして訴訟の中止を求めた。

本判決でただ一人意見を述べている Steyn 判事（他の判事は Steyn 判

事の意見に同調）は，「裁判所が常にそのような訴追を停止させることが

できなければ，裁判所が，法執行機関の違法な行動や不正行為を許すこと
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になるだろう。それは，刑事司法制度に対する一般人の信頼（public

con dence）を損ない，そして悪評をもたらすであろう。一方，そのよう

な場合に裁判所が常に訴追を停止させ，重大な犯罪から大衆を保護するこ

とができないのならば，裁判所は非難を受けるであろう｣47）と，訴訟を中

止するにせよしないにせよ，どちらにしても裁判所にとってジレンマが生

じるということを率直に述べた。その上で，「裁判所は判断権限を有して

おり，それは均衡を保って行使されなければならない｣48）とした後，「裁

判所が公正な裁判が可能でないと判断するのならば，裁判所は，訴訟手続

を中止する｣49）と述べるが，ここで一転，「訴訟を中止するのは，現在の

訴訟の状況が問題だからではない。公正な裁判が可能であること，そして

今までも公正な裁判であったことは明白である｣50）と述べる。その上で，

「この場合，問題は公正な裁判が可能であるかどうかということよりも，

裁判官が刑事司法制度の廉潔性という，より広い問題のために訴訟を中止

するべきであるかどうかなのである。……〔犯罪者を処罰するという〕手

段〔としての訴訟追行〕と〔刑事司法手続の廉潔性の確保という〕正義

〔としての訴訟中止〕の拮抗する意見を斟酌し，手続の濫用があったか否

かに関係なく，一般人の良心を傷つける（affront to the public conscience）

ような事態に達し，刑事訴訟が中止されることが必要ならば，裁判官は自

らの判断権限を行使し，訴訟を中止するか否かについて決めることになっ

ているのである｣51）として，Bennett 判決が明確には言及しなかった，刑

事司法制度の廉潔性の擁護という目的を設定し，これを新たな訴訟中止判

断の基準とすることを明らかにした。また，どのような状況において裁判

所の判断権限が行使されなければならないかという問題に対して，一般的

なガイダンスは役に立たないとするが，「裁判官は重大犯罪の嫌疑を受け

た者を裁くことで公益を保護するということと，そして，法廷が，裁判に

おいて目的を正当化するためのあらゆる手段による働きかけを容認すると

の印象を伝えないという公益とのバランスを図らなければならないと考え

られる｣52）と判断した。
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その上で貴族院は，本件事案における税関の行動は，訴訟を進行するこ

とが一般人の良心を傷つけるほど，ふさわしくないものでも恥ずべきもの

でもなかったとして，被告人による訴訟中止の主張を退けた。

R v Looseley ; Attorney General's Reference (No 3 of 2000)

この事案は，被告人 Looseley に関する事件と，2000年法務総裁付託第

３号事件との共同審理事案であり，両事案とも薬物の密売に関する事件で

ある。ここでは Looseley の事案を中心に見ることにする。

Looseley にヘロインの密売の疑いをかけていた警察は，Rob と称する

秘密警察官（undercover police）に Looseley との接触を試みさせた。Rob

は Looseley に電話をかけ，ヘロインを売ってくれるかと尋ねたところ，

売ってもよいとの返事を得た。そうして Rob は Looseley からヘロインを

入手することに成功し，薬物密売の容疑で訴追した。被告人側は，当該捜

査は違法なおとり捜査であって手続の濫用を構成し，訴訟の中止か，ある

いは証拠の排除を求めた。ここでは，Nicholls, Hoffman の２判事の見解を

確認する。

Nicholls 判事は，「裁判所は，手続の濫用を防止する固有の権限と義務

を有している。これは法の支配の基本的な原則であり，この原則によって，

裁判所は，政府の行政機関の職員が，裁判所の機能である法執行権限を誤

用し，結果として市民を圧迫しないことを確実にするのである｣53）と手続

の濫用を防止することは裁判所の固有の権限であり，また義務でもあると

いうことを宣言し，さらに Bennett 判決における Grif ths 判事の「基本

的人権や法の支配を脅かす（行動）」というフレーズを引用し，「裁判官は，

行政機関の行動を監督し，『基本的人権や法の支配を脅かす』行動を容認

しないということを含む，法の支配の維持に努めなければならない｣54）と

する。さらに，先の Bennett 判決はおとり捜査についての判断ではない

が，Latif 判決（Ａ判決）を経て貴族院は訴訟中止理論をおとり捜査につ

いても適用できると判断したことを指摘する。そして，「こうした制定法

やコモンローにおける発展は，1998年人権法（the Human Rights Act 1998
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＝以下，人権法）によって補強された。公的機関によるこうした条約上の

権利（convention right）と相容れない類型の行動は，裁判所の行動とし

て不適法である｣55）と述べ，加えて，「罠や，（警察の誘引による）罠の結

果得られた証拠の使用は，被告人からヨーロッパ人権条約（European

Convention for the Protection of Human Rights and Fundamental Freedoms

＝以下，ECHR）第６条が規定する公正な裁判を受ける権利を剥奪する結

果を生むであろう｣56）と，条約との抵触の可能性を示唆する。さらに，

1984年警察・刑事証拠法（the Police and Criminal Evidence Act 1984＝以

下，PACE）第78条57）が証拠排除を規定していることを引き合いに出し，

以下のように訴訟中止を説明する。すなわち，「裁判において証拠を除外

することが，実際問題として，訴訟手続の中止命令と同様の効果を及ぼす

ことがしばしばある。秘密警察官が収集した証拠が認められなければ，訴

追側は訴訟を進行することができないであろう。しかしながら，これは必

ずそうなるというものではない。物的証拠があるかもしれないし，あるい

は他の証人による証言があるかもしれない。……訴訟，あるいは関連する

訴追を中止するのはより適切な治癒の方法である。罠に基づいてなされる

訴追は，裁判所の手続の濫用である。裁判所は，政府の訴追官がそのよう

な手段を行使するのを許容しない｣58）として，証拠排除では対処できない

場合が存在することを認めた上で，さらに「被告人には咎むべき事情があ

る。しかし，警察官が不適当な行動をとったので，被告人は許される。

……警察の行動は，受け入れがたく，不適当なものである。Latif 判決に

おける Steyn 判事の言葉を借りるのなら，『一般人の良心を傷つけるよう

なもの』によってなされた訴追は，より広義において，公正ではない｣59）

と断じたのである。

Hoffmann 判事も，PACE 第78条との関係について「PACE 第78条に基

づく判断は，裁判官が裁判の公正さを保護することを可能とする。しかし

ながら，罠にかけられた被告人は，特定の証拠が容認されることが，被告

人の裁判の公正さに偏見を生じさせるとは通常主張しない。彼は，証拠が
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どうであれ，〔彼自身が〕裁判にかけられてはならないと主張しているの

である。仮に，適切な救済方法が存在するのであれば，それは証拠排除以

外のもの，つまり訴訟の中止である｣60）と述べている。

その上で貴族院は，本件事案につき，Looseley は進んで Rob の求めに

応じていること，警察官の行動は被告人のプライバシーを侵害していない

ことなど（Hoffman 判事）を理由として，被告人の主張を退けた。

Attorney General's Reference (No 2 of 2001)

この事案は，刑務所内での暴動がそもそもの発端である。1998年４月26

日に刑務所内で大規模な暴動事件が発生し，2001年１月29日に本件暴動事

件についての裁判が開始されるという経緯をたどっている。これに対して

弁護人から，裁判開始までに長時間が経過しており，そのような状態で審

理を継続することは，とりわけ，被告人はどのような刑事裁判においても

合理的な時間内に公正かつ公開の審理を受ける権利を有していると定めた

ECHR 第６条第１項に抵触するとの主張がなされた。刑事法院はこの主

張を認め，訴訟を中止しが，それに対し法務総裁（Attorney General）が

付託審理を求めたというものである。

Bingham 判事はまず，訴訟開始の遅延という事態について「通常，『合

理的な時間』の要求に違反した場合の〔被告人の〕救済策は，いくつかの

方法（判決宣告，減刑，国家賠償）によってなされ，それらができない場

合に訴訟中止となる｣61）と説明し，その上で「無罪である被告人には，過

度の遅延を生じることなく，彼の名前を抹消する〔＝嫌疑から解放され

る〕機会を与えられなければならず，有罪である被告人に対しても，彼の

健康やその家族の生活に影響を与える可能性のある刑罰に加え，訴訟が長

引くことでさらなる罰を経験させる必要はない｣62）とし，「訴追側が深刻

な遅延という非難すべき事態に陥り，それによって被告人に深刻な権利侵

害が生じた結果，公正な裁判の開催が不可能になり，あるいは，当局が，

被告人に対するあらゆる公判を不公平にするような行動を示したのならば，

……訴訟の中止を命じることで，手続の濫用であるそれ以降の手続を抑制
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することとなり，裁判所は満足するであろう｣63）と述べる。

Nicholls 判事は，人権法第６条第１項が規定する公的機関に裁判所が含

まれることを指摘した上で，「仮に，不満が醸成されている行為が法廷に

よるものならば，刑事裁判を継続するという態度はそれ自身が条約上の権

利と相容れないものなのではないか｣64）と説明し，「裁判所による審理を

継続することが違法となる場合，訴訟は中止されなければならない（the

trial must be stayed.）｣65）と結論付ける。

Rodger 判事は，「当局〔の行動〕が理不尽に遅れた場合，被告人の過

ごした歳月は損なわれることになる。それらは回復することはできず，永

久に消え去るのである｣66）と，訴訟開始の遅延は治癒不可能であることを

指摘し，「将来の審理が公正にならないと考えるのならば，裁判官は裁判

を停止（stop）し，もし可能ならば，公正な審理への準備を行うであろう。

万一，それができないのならば，訴訟手続は中止される。これらの救済は，

裁判所に対し，不公平な裁判所による不公平な審理を受けないという被告

人の条約上の権利を守るためのものではない。単に，公正で公平な審理を

受けるという条約上の権利への妨害に対する適切で有効な救済であると考

えるものを提供しているのである｣67）と，裁判所や審理が「不公平」とな

るが故に訴訟を中止するのではなく，専ら被告人の条約上の権利に対する

侵害の救済策として訴訟中止を理解するべきである旨述べる。さらに，人

権法第８条第１項が「公正かつ適正な」（just and appropriate）な救済を

与えるとし，具体的な救済方法について明文で規定しなかったのは，裁判

官が状況に応じて適切な救済を与えるためであると述べ，結論として「裁

判官自らが合法的に行動し，必要に応じて他の者が不正な行動をするのを

止めることが，裁判所の職務である｣68）と結ぶ。

その上で貴族院は，本件事案につき，当該遅延はいまだ公正な裁判を阻

害する程度に至っていないとして刑事法院の訴訟中止の判断を取り消し，

法務総裁の主張を容認した。

イギリス刑事裁判における「手続の濫用」と「訴訟中止｣（吉井)

199



２ 小 括

Ａ，Ｂ，Ｃ判決によって，Bennett 判決で示された訴訟中止という裁判

所の判断は，移送事案だけではなく，その他の事案についても広く利用さ

れていることが明らかになった。これによって裁判所（特に貴族院）は訴

訟中止を理論的にも運用においても承認したと考えてよいであろう。

ここで指摘しておかなければならないのは，「公正な裁判」についてで

ある。Ａ，Ｂ，Ｃ判決はいずれも判決の中で「公正な裁判」（fair trial）と

いう語を用いている。この語自体は Bennett 判決でも用いられているが，

私は判決によって「公正な裁判」が意味するものが異なるのではないかと

考えている。以下「小括」では，この点に焦点を当てながらこれら３つの

判決について検討していく。

Ａ判決について

まずＡ判決であるが，注目すべきは，Steyn 判事の「一般人の良心を傷

つけるような事態に達し，刑事訴訟が中止されることが必要ならば，裁判
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表 3 Bennett 判決以降，同判決を引用し，訴訟中止について判断している
貴族院判決一覧

番
号 事 件 名 裁判年月日 罪種 申立人の主張

(何が手続の濫用か)
訴訟中止について 結

論

Ａ
R v Latif ;
R v Shahzad

1996/ 1/18
薬物の
密輸

おとり捜査
一般人の良心を損なう事態に
なれば，司法の廉潔性を擁護
するために訴訟を中止できる

×

Ｂ

R v Looseley ;
Attorney
General's
Reference (No
3 of 2000)

2001/10/25
薬物の
密売

おとり捜査

裁判官は基本的人権や法の支
配への脅威となる行動を拒否
することができ，訴訟中止も
可能

×

Ｃ

Attorney
General's
Reference (No
2 of 2001)

2003/12/11
暴 力
騒擾罪

事件発生から公
判開始までの長
時間の経過

訴訟中止を命じることで，濫
用であるそれ以降の手続を抑
制することができる

×

結論…○：訴訟中止を肯定 ×：訴訟中止を否定
(2005年11月30日現在，lexis. com に収録されているものに限る)



官は自らの判断権限を行使し，訴訟を中止するか否かについて決めること

になっているのである」という判断である。Bennett 判決において Lowry

判事は，裁判所の正義感や礼節に反する場合に訴訟の進行を中止すること

ができると判断したが，Steyn 判事はそれをさらに拡張し，刑事司法制度

の廉潔性確保のための手段として訴訟中止を使うことができるとした。

そしてもっとも重要なのは，「一般人の良心」が傷つけられる事態に達

したときこそ，司法の廉潔性が損なわれるのだということを明らかにした

ことである。従来，司法の廉潔性や裁判の公正といったものは，法定手続

に反していない，つまり，消極的評価としての「廉潔性」や「公正」を意

味しているに過ぎなかった。しかしながら，表面上は法定手続を遵守し，

平等な審理を保障することで廉潔性や公正性を保っていても，裁判を追行

すること自体が「一般人の良心」を傷つけることがあることをＡ判決は認

めたのである。つまり，「公正」概念を拡張したのである。このことは極

めて重要である。

もっとも，Bennett 判決も「公正」概念の拡張に寄与している。それが

端的に現れているのが，Lowry 判事が「被告人に対する道徳的に許容で

きない訴追に基づく司法権の行使は，提起された裁判を汚し，仮にそれを

許容するならば，それは裁判の手続が濫用されたことを意味するであろ

う」と述べた点である。「道徳的に許容できない訴追に基づく司法権の行

使」は公正な裁判とならないから，そういった状態で訴訟を継続すること

は訴訟手続の濫用となると Lowry 判事は判断した。つまり「公正」概念

を，消極的な評価から，それも含めて被告人の権利が実質的に保障されて

いるかという視点からの検討を経たものへと変容させたのである。その

「公正」概念の拡大をさらに進め，「一般人の良心」をその判断基準に据え，

場合によっては訴訟を中止するという方法を取ることをも可能にしたとこ

ろにＡ判決の意味があるのである。

Ｂ判決について

Ｂ判決であるが，これは Bennett 判決以降のもっとも重要な判決であ
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る。まず，Nicholls 判事は，Bennett 判決において Grif ths 判事がその存

在を示唆した，法の支配を維持する権限を「裁判所固有の権限と義務」で

あると正面から承認し，法の支配の意味するものは「市民を圧迫しないこ

とを確実にすること」であるとした。これによって，法の支配とは，司法

機関を含む統治機構が法に従って行動することだけを意味するのではなく，

市民の人権や権利の擁護を確保するためのものでもあるということが確認

された。これは，Ａ判決における廉潔性や公正性の意味するものと並んで，

刑事裁判における市民の主体性を表明したものである。そういった市民の

主体性を認めなければ，ECHR も人権法も画餅に帰すであろう。主体が

存在しないところに人権など存在し得ないからである。その意味において，

「公的機関による条約上の権利と相容れない類型の行動」が不適法となる

のは，ECHR（あるいは人権法）でいう「公正な裁判」を阻害するからだ

けでなく，それを媒介として，被告人の人権に対する侵害となるからなの

である。

そして，同判事はさらに，場合によっては PACE 第78条による救済が

不十分であり，訴訟中止によらなければ被告人を救済できないことがある

ことを指摘した上で，Latif 判決（Ａ判決）における Steyn 判事の言葉を

引用し，「公正」の判断基準としての「一般人の良心」の価値を改めて認

めたのである。「『一般人の良心を傷つけるようなもの』によってなされた

訴追は，より広義において，公正ではない」という一文は，従前の狭義の，

消極的評価としての「公正」が，法定手続に違反していないということが

即ち「公正」であるという，いわば「制定法実証主義」的で，かつ不十分

な「公正」を意味するもので，そういった「公正」概念との決別を宣言し

たものと考えられる。

また，Hoffmann 判事は訴訟中止や公正な裁判といったものの理論的側

面への言及は少ないながらも，現実的救済としての訴訟中止については，

極めて明快かつ簡潔に述べている。しかし，さらに重要なのは，PACE

第78条と訴訟中止理論との関係を明らかにした点である。同判事は，78条
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の存在は「裁判の公正さ」の保護を可能にすると述べており，その上で，

78条では裁判の公正さを保護できず，78条の裁判の公正性担保機能の限界

を超える事態がありうることを認めたのである。そして，78条による救済

では，被告人に対して裁判の公正さを保障することが不十分な場合にこそ，

訴訟中止理論を登場させるべきであるとしたのである。

Ｃ判決について

そしてＣ判決である。ここでは，Bingham, Nicholls, Rodger の３判事の

見解について考察する。

Bingham 判事は，訴訟開始の遅延は被告人にとって不利益であること

を指摘していることから，一見すると，被告人の奪われた権利に対する

「救済アプローチ」として訴訟中止を捉えていると思われるが，その後，

「手続の濫用であるそれ以降の手続を抑制する」ために訴訟中止をするべ

きだと述べていることから，手続の公正性確保に重点を置いた判断である

とも考えられる。判決文からは，同判事がどちらの立場をより重視したの

かは判然としないが，判決文を読む限りでは，双方の折衷型であると理解

するのが妥当なのではないかと思われる。

Nicholls 判事は，きわめて明快に裁判の継続が違法となる場合があるこ

とを認め，その場合訴訟は中止されるべきであるとする。これは Bennett

判決における Lowry 判事の見解と同様のものであるが，訴訟の進行が違

法となる根拠を人権法第６条第１項に求めている点が注目される。

Rodger 判事は，先行行為によって被告人が侵害された権利の治癒不可

能性を指摘し，それは「公正」な裁判を受けるという条約上の権利を侵害

するものであるとする。ここでいう公正は一般人の良心から見た「公正」

を指すものであろう。

4．結 論

ここまで，1964年の Connelly 判決から2003年の Attorney General's
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Reference (No 2 of 2001)（Ｃ判決）に至るまでの判決の流れから，訴訟中

止理論がどのような変遷をたどってきたのかを確認した。その結果を概括

すれば，Connelly 判決によって一旦は葬り去られたかのように見えた訴

訟中止理論が，Bennett 判決によって息を吹き返し，その後の判決によっ

て適用範囲がさらに拡張されたとまとめることができよう。また，

Bennett 判決以降「公正な裁判」における「公正」が含意するものが，そ

れ以前と比較して変容してきているのではないかという検討結果も得られ

た。以上を踏まえ，「結論」では，「小括」において十分に展開しきれな

かった問題も含めて，今までの内容を総括する。

Connelly 判決と「実体裁判追行主義」

Connelly 判決当時における訴訟中止理論は，裁判所が「実体裁判追行

主義」ともいうべき，実体裁判の追行や，その結果としての実体判決の形

成を至高の理念して理解していたので，取り上げられることがなかった。

つまり，逆にいえば，その後の訴訟中止理論の歴史は，裁判所のそういっ

た頑なな姿勢が変化の兆しを見せてきた歴史であった。Connelly 判決に

おいてMorris 判事が，同理論を「不幸な新制度」であると断じた理由も，

イギリス刑事司法の伝統から説明される。何故なら，イギリスの刑事司法

が伝統的に採用し，数的には大きな割合を占めることがなくなった現在に

おいても，刑事司法制度の中で重要な地位を持ち続けている私人訴追制

度69）においては，裁判は究極的には当事者たる市民に対し，国家として

当該事案に対する結論を示すことに他ならないからである。国家としての

結論を明らかにすることを期待されている裁判所が，その途中で訴訟を中

止することに強い拒否感を感じたとしても，理解できないことではない70)。

Connelly 判決から Bennett 判決前まで

――不十分な「公正」といびつな当事者主義の結合――

Connelly 判決はイギリス刑事裁判における「実体裁判追行主義」の精
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神を色濃く反映するものである。「公正な裁判」における「公正」が，被

告人が与えられるべき権利が完全に，かつ効果的に保障されている状態を

意味する「公正」ではなく，きわめて不十分な消極的「公正」であり，そ

れが現状において「武器対等」が保障されているという幻想の上に立脚し

た，いびつな当事者主義71）と結合したとき，被告人の救済という視点は

黙殺された上に，訴追官の行動は「当事者主義における当事者性の発現」

であるとされ，裁判所によって是認された。このような状況の下，克服さ

れるべき課題は２つあったと考える。第１に「実体裁判追行主義」の修正

である。しかし，私人訴追主義の伝統と分かち難く結びついている実体裁

判追行主義に修正を迫ることは容易なことではない。何かきっかけとなる

ものが必要である。それが第２の課題である，「公正」概念の拡張方向で

の変化である。つまり，従来の「公正」概念を拡張し，法定手続に則った

裁判であっても場合によっては「公正な裁判」とはならない場合があるこ

とを裁判所が承認し，その上で公正な裁判が阻害された場合の被告人の救

済手段や，救済を可能にする判例理論の登場が待ち望まれていたのである。

しかし，Connelly 判決以降およそ30年の間，貴族院はこの問題に何らか

の新たな視点を提供することはなかった。

Bennett 判決

以上のような閉塞状況を打開する役割を担ったのが，Bennett 判決で

あった。同判決の最大の意義は「実体裁判追行主義」に修正のきっかけを

もたらしたことである。そして，同判決に実体裁判追行主義の修正をなさ

しめる原動力となったのが，「公正」概念の変容である。Lowry 判事の，

「被告人に対する道徳的に許容できない訴追に基づく司法権の行使は，

……裁判の手続が濫用されたことを意味する」という言及は，「公正」概

念の変化を端的に表現している。この言及は，実体裁判追行主義の修正へ

の道筋には，「公正」概念の拡張が必要であるということを示しているも

のであると思われる。
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Bennett 判決以降の状況

Bennett 判決以降の判例の調査においては，同判決で表明された２つの

権限（調査権限と訴訟中止裁量権限）が，移送手続に限られるものではな

く，先行行為一般にまで敷衍できるかを確認することが第１の目的であっ

た。その結果は，移送手続以外の先行行為についても訴訟中止理論の適用

可能性を承認するものであった。加えて，Bennett 判決以降の判決文中に，

ECHR や人権法についての言及がなされ始めたこと，そして Bennett 判

決で拡張された「公正」概念が，Bennett 判決以降の判決によって一層拡

大されたことも明らかとなった。

Bennett 判決以降の判例状況について，これら３件の判決を総合的に検

討するなら，

Bennett 判決が示した訴訟中止理論は，移送手続以外の先行行為が

問題となる場合でも適用可能である。

｢公正」の判断方法として，一般人の良心を基準とすることを承認

した。

裁判所は，ECHR や人権法がイギリス国内において効力を有する

ようになる前から，「公正」概念を拡張させることによって，Bennett

判決以降において訴訟中止理論を受容可能にする下地を作った。

ECHR および人権法は，Bennett 判決以降の動向に決定的なインパ

クトを与えたと考えるよりも，裁判所の上記 のような変化が ECHR

の精神と合致し，その国内法化に弾みを付ける一因となったと考える

ほうがより現実に近い。

という４点が挙げられる。このうち， についてはすでに検討した。そ

して については，次の３点から推測される。

ECHR を国内法化するための人権法成立前から，イギリスの刑事

判例の中には ECHR の引用があった72)。つまり，ECHR が国内法化

されていないから，ECHR を引用できなかったわけではない。

Bennett 判決は「公正」概念を拡張したが，それは ECHR の国内
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法化以前である。

Bennett 判決以降の判決で用いられている「公正」は，その概念の

拡張の程度に違いはあるが，いずれも Bennett 判決に至るまでの

「公正」概念とは明らかに異質であり，「公正」を「制定法実証主義」

的解釈から解放するという点で共通性を有している。

これらから得られるのは，ECHR や人権法による，「条約上の権利」と

いう文言の存在によって，（ECHR 第６条（及び人権法の別表の第６

条)73）のいう）真の「公正な裁判」が認められたのではないということで

ある。人権法の成立は，公正な裁判における「公正」が意味するものを明

らかにするという観点から見ると，専ら，“ECHR”や“人権法”という

用語を判決文に登場し易くするという機能を担ったに過ぎない。つまり，

「公正」が意味するものは「条約上の権利としての」と呼称されるか否か

で違いが生じるのではない。決定的な違いが生じるのは，Bennett 判決以

前であるか，以降であるかである。

もちろん，裁判所も，ECHR の存在を認識していたであろうし，ある

いは1998年にヨーロッパ人権裁判所が Teixeira 判決74）において，公正さ

を害するようなおとり捜査が行われた場合に，訴訟を打ち切るという判断

を下しているという事実も，また無視できないものではあっただろうと思

われる。しかし，それ以上に注目すべきは，ECHR が国内法化され，法

的効力を有するようになる前から，ECHR が求めるような，つまり，条

約上の権利と同じような公正な裁判を受ける権利の確立を志向し，そう

いった公正な裁判が不可能な場合には訴訟を中止することができるという，

ドラスチックな解決方法を編み出したイギリスの裁判所の姿勢であり，イ

ギリスの裁判所が堅持し続けていた不十分な「公正」概念を徐々に押し広

げ，実体裁判追行主義を修正していった Bennett 判決や Latif 判決，

Looseley 判決なのである75)。
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訴訟中止理論の実際の運用

以上，訴訟中止の理論的側面を中心に検討してきた。ここでは，実際に

訴訟中止理論を利用するに当たって，どのような基準の下で行えばよいの

かを考える。

そもそも訴訟中止がどのような場合に行われるかについては，再三見て

きたとおり，手続の濫用によって公正な裁判が行い得ないときであること

は確認した。また，その「公正」の判断主体が，

裁判所（Bennett 判決以前)→裁判所＋被告人（Bennett 判決)→裁判所＋

被告人＋一般人（Bennett 判決以降)

と，徐々に拡大していったことも明らかになった。しかし，具体的にどの

ような「手続の濫用」が公正な裁判を阻害するのかという判断の材料が，

仮に，この判断主体者の情報だけであるとすれば，実際の運用は非常に困

難となるであろう。だからといって，訴訟を中止すべきあらゆる類型を列

挙することは，およそ非現実的であるし，また柔軟な理論適用といった観

点からも疑問が残る。ここで，「治癒不可能性」と「PACE 第78条の補充

性」という２つが大きな意味を持ってくるのではないかと思われる。

Bennett 判決における Bridge 判事の，「被告人が違法に連れてこられな

ければ，訴追は決してなされなかったのであるから，この訴訟はそれ以降

すべてが汚点なのである」という判断は，まさに，違法に連れてこられ，

訴訟が開始されたということがもはや治癒不可能であるからそれ以降の訴

訟がすべて汚点となったことを示している。また，Attorney General's

Reference (No 2 of 2001)（Ｃ判決）における Rodger 判事の，「当局〔の

行動〕が理不尽に遅れた場合，被告人の過ごした歳月は損なわれることに

なる。それらは回復することはできず，永久に消え去るのである」という

判断も，非常に簡潔に，当局の行動の理不尽な遅れは治癒不可能であるこ

とを表明している。それらはいかなる手段をもってしても，もはや被告人

の奪われた権利は回復不可能であり，訴訟中止以外に手段がないことを示
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している。即ち，治癒不可能性は，刑事司法の制度内においては訴訟中止

以外の代替救済手段の不存在を意味するものである。

PACE 第78条の補充性については，先述のとおり，Looseley 判決（Ｂ

判決）において Hoffman 判事が，おとり捜査の罠にかかった被告人が求

めるのは証拠排除ではなく，訴訟の中止であると述べている点から導かれ

る。これは，78条による救済では，被告人の求めに応じられず，救済策と

して十分でないことを示している。78条による救済の間隙を補充するのが，

訴訟中止なのである。それは，裏を返せば，訴訟を中止すべき状況にある

訴訟について，証拠排除を行うに留め，その後に訴訟を継続することは，

救済策として不十分であるばかりでなく，手続の濫用となって許されない

ということでもある。つまり，証拠排除で不十分ならば，それ以上の救済

手段は訴訟の中止以外にないという代替救済手段の不存在である（その意

味で，78条の用いる「公正」は，拡大された「公正」を指すものであるが，

本稿では，立法者が想定している射程範囲を明らかにすることができな

かったので，この点についての検討は，残された課題である）。

このように併置すると，「治癒不可能性」と「PACE 第78条の補充性」

は，ともに，代替救済手段の不存在という共通項で結ばれていることが分

かる。このように，訴訟の中止は他のあらゆる救済手段を尽くしてもなお

救済されない場合に，最終手段として用いられなければならない。次項に

おいて，その理由を明らかにし，併せて日本法への示唆について言及し本

稿を終わる。

訴訟中止理論の理念と日本法への示唆

「有罪の者を罰しない者は，善良な人々を脅かすことになる｣76)，「悪事

は処罰されないままに放置するべきではなく，処罰を行わないということ

は，犯罪者に対して絶え間ない刺激をあたえるものである｣77）と法諺にあ

るように，裁判所は，事案の解明や適切な科刑判断を行うことを非常に重

視してきた。これは，国民がそうした機能を裁判所に求めてきたからでも
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ある。裁判所としても刑事裁判が国民の意識から遊離した空間では存在し

えない以上，それはごく当たり前のことであるし，実体裁判を追行し，真

犯人であるならば，適正な科刑判断を行うこともまた裁判所の当然の職務

であり，責務である。

その意味において実体裁判を追行することや，適切な科刑を行うことは，

刑事裁判における裁判所による正義の表明であろう。何故なら，裁判所は

国家として正義とは何であるかを国民に対して示すことができる唯一の機

関であり，また示すべき責任を負っている機関でもあるからである。しか

し，刑事裁判における正義はそれだけではない。例えば，PACE 第78条

によって証拠が排除された場合，有罪立証が困難となり，場合によっては

真犯人である被告人に対して無罪の判決を下すこともありえよう。この場

合は国民が裁判所に託した事案の解明や，適切な科刑という期待には応え

られないが，一方で，法の支配を維持し，適正手続の保障や被告人の権利

の回復を図るといった正義は実現されることになる。つまり，刑事裁判に

おける「正義」は，ときに対立する２つの側面を有しているのである。

このように，後者の正義を実現する場合に，およそ裁判所がとり得る

もっともインパクトのある方法が訴訟中止なのである。何故なら，それは，

PACE 第78条も超克し得なかった，実体裁判追行という価値を克服する

ものだからである。そして，これは実体裁判の追行や犯人を処罰するとい

う前者の正義と，法の支配の維持や適正手続の保障，被告人の権利の擁護

という後者の正義とを秤にかけたとき，後者の正義がより高次の価値を有

するということを裁判所が承認したことに他ならない。逆にいえば，裁判

所においてそのような価値判断が存在せず，前者の正義のみを承認し，あ

るいは後者の正義よりも前者の正義により価値を見出すとするならば，訴

訟中止は正当化されないのである。但し，後者の正義の実現方法が，訴訟

中止だけではないことも明らかで，例えば，PACE 第78条による対処で

後者の正義の擁護に足る場合にまで訴訟を中止したならば，それは，前者

の正義を軽視しすぎており不当である。だからこそ，訴訟中止は最終手段
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として観念されなければならない。その上で裁判所は，前者の正義を実現

するために，後者の正義を蔑ろにするような事態を決して容認しないとい

う強い姿勢を，訴訟中止という態度を通じて国民に伝えることになる。こ

れは，裁判所が，実現されるべき正義を示すという行動によって，後者の

正義を前者の正義以上に重視する裁判所こそ信頼に足る機関であることを

国民に認識させる機能も有しているのである。

イギリスの裁判所でも従来は，Connelly 判決における Morris 判事の見

解に代表されるように，実体裁判追行主義の考え方が支配的であった。し

かしながら，1990年代以降，イギリスの裁判所は，被告人の権利擁護のた

め，あるいは法の支配の維持や司法の廉潔性擁護のために，警察・訴追側

が権限を逸脱した行動をとった場合に，その結果を裁判において考慮でき

ることを明らかにし始めたのである。対して，わが国では，公訴権濫用論

の適用要件について，最高裁判所第一小法廷78）が1980（昭和55）年，

チッソ川本事件判決で，「たとえば公訴の提起自体が職務犯罪を構成する

ような極限的な場合｣79)（傍点筆者）としたが，本稿で紹介したイギリス

の裁判所の態度の変遷は，わが国の裁判所が例示の形を採る公訴権濫用論

の適用要件に，被告人の権利擁護，あるいは法の支配の維持や司法の廉潔

性擁護といった新たな要件を加える可能性を示すのではないか。さらに，

裁判所がこういった新たな要件を認めるならば，それは，近時有力に主張

されている「刑事手続打切り論｣80）の理論的根拠の１つとされる「刑事手

続における正義の実現」について，一層の展開を可能にすることにつなが

ると思われる。最後の２点については，本稿の射程を超え，十分に検討で

きなかったので今後の検討課題としたい。

1) 本稿は，筆者が修士学位請求論文として立命館大学大学院に提出した「イギリス刑事裁

判における『手続の濫用』と『訴訟中止』」を論集掲載に際して紙幅の関係上，Bennett

判決及び，Bennett 判決以降の判例状況の検討を中心に再構成したものである。

2) 最一判昭和53年９月７日刑集32巻６号1672頁。但し，漢数字を算用数字に変更した。

3) 同上1682頁～1683頁。

4) [1994] 1 AC 42 (House of Lords), 24 Jun 1993.
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5) 訴訟中止理論は，警察・訴追当局による刑事手続の濫用が存在する場合だけに適用が限

定されるものではない。例えば，本判決でも Lowry 判事が後述のように「訴訟の遅延」

を同理論の適用例として挙げるなど，当局による手続の濫用以外にも同理論は幅広い適用

可能性を有していると考えられる。本稿で検討できなかったものについては，今後の検討

課題としたい。
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